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Ⅰ  当社の概況及び組織に関する事項 
 

１.商          号          岡三にいがた証券株式会社 
 

 

２.登 録 年 月 日          ２００７年(平成１９年)９月３０日 

    （登録番号）           （関東財務局長（金商）第１６９号） 
 

 

３.沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

当社は１８９９年(明治３２年)１０月、新潟県長岡市呉服町において反町新作が反町新作商店を創業し

たのに始まり、１９４４年(昭和１９年)３月法人組織に改組、丸福証券株式会社となり、２０１４年(平

成２６年)４月に岡三にいがた証券株式会社へ商号を変更し、今日に至っております。 

 

年     月 沿                        革 
1944 年(昭和 19 年)  3 月 

 

1944 年(昭和 19 年)  4 月 

1948 年(昭和 23 年)  9 月 

1949 年(昭和 24 年)  1 月 

1949 年(昭和 24 年)  8 月 

1952 年(昭和 27 年)  9 月 

1961 年(昭和 36 年)  8 月 

1961 年(昭和 36 年) 10 月 

1962 年(昭和 37 年) 12 月 

1963 年(昭和 38 年)  7 月 

1968 年(昭和 43 年)  4 月 

1971 年(昭和 46 年)  6 月 

1971 年(昭和 46 年) 11 月 

1971 年(昭和 46 年) 11 月 

1972 年(昭和 47 年)  3 月 

1976 年(昭和 51 年)  6 月 

1977 年(昭和 52 年) 11 月 

1979 年(昭和 54 年)  8 月 

1980 年(昭和 55 年)  5 月 

1980 年(昭和 55 年)  6 月 

1982 年(昭和 57 年)  9 月 

1982 年(昭和 57 年) 10 月 

1983 年(昭和 58 年)  6 月 

1984 年(昭和 59 年)  9 月 

1984 年(昭和 59 年) 12 月 

1985 年(昭和 60 年)  5 月 

1985 年(昭和 60 年) 10 月 

1985 年(昭和 60 年) 10 月 

1985 年(昭和 60 年) 12 月 

1986 年(昭和 61 年) 2 月 

1986 年(昭和 61 年) 2 月 

1986 年(昭和 61 年) 4 月 

1986 年(昭和 61 年) 12 月 

1987 年(昭和 62 年)  6 月 

1987 年(昭和 62 年)  9 月 

1987 年(昭和 62 年) 10 月

1987 年(昭和 62 年) 12 月 

         

丸福証券株式会社設立（資本金１５万円） 

本店 新潟県長岡市呉服町乙４７１番地 取締役社長 反町芝郎  新潟支店開設 

日本証券取引所新潟市場取引員認可 

証券取引法に基づく証券業者として登録 

見附出張所開設（現 見附支店） 

高田出張所開設（現 上越支店） 

柏崎出張所開設（現 柏崎支店） 

小出営業所開設（現 小出支店） 

資本金５,０００万円に増資 

新井営業所開設（現 新井支店） 

本店を長岡市大手通１丁目５番地５に移転 

大蔵大臣より改正証券取引法による免許を受ける 

十日町営業所開設（現 十日町支店） 

岡三証券株式会社（東京）と業務提携 

取締役社長に井戸本武就任 

資本金１億円に増資 

五泉営業所開設（現 五泉支店） 

取締役社長に藤村辰夫就任 

オンライン化実施 

三条営業所開設（現 三条支店） 

国債振替決済制度の間接参加者承認（日本銀行国債局） 

累積投資代理業務取扱開始 

資本金２億円に増資 

公共債担保貸付兼業業務開始 

新発田営業所開設（現 新発田支店） 

取締役社長に坂口武夫就任 

譲渡性預金の売買等に係る兼業業務を開始 

資本金３０２,５７２,７２０円に増資 

国債先物取引開始 

証券投資信託受益証券の収益金及び一部解約金支払いの代理業務兼業開始 

累積投資業務開始 

三号免許取得（有価証券の引受け及び売出しを行う業務） 

円建銀行引受手形の売買及び売買の媒介等の兼業業務開始 

株式会社の監査等に関する商法の特例に関する会計監査人選任 

株券先物取引業務開始 

累積投資業務におけるミリオン業務開始 

資本金５０２,５７２,７２０円に増資 

国内で発行されるコマーシャル・ペーパーの発行に係る代理事務、売買、売買の媒介、

取次ぎ及び代理業務開始 
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年      月 沿                        革 
1988 年(昭和 63 年) 2 月 

1988 年(昭和 63 年) 3 月 

 1988 年(昭和 63 年)  7 月 

1988 年(昭和 63 年) 8 月 

 1988 年(昭和 63 年)  9 月 

1988 年(昭和 63 年) 10 月 

1990 年(平成 2年)  5 月 

 1990 年(平成 2 年)  9 月 

 1991 年(平成 3 年)  3 月 

 1992 年(平成 4 年)  5 月 

 1993 年(平成 5 年) 10 月 

 1993 年(平成 5 年) 11 月 

 1994 年(平成 6 年)  6 月 

1996 年(平成 8年) 10 月 

1998 年(平成 10 年) 6 月 

1998 年(平成 10 年) 7 月 

 1998 年(平成 10 年) 10 月 

 1998 年(平成 10 年) 12 月 

 1998 年(平成 10 年) 12 月 

1999 年(平成 11 年) 2 月 

 1999 年(平成 11 年) 10 月 

 1999 年(平成 11 年) 10 月 

2000 年(平成 12 年) 5 月 

 2001 年(平成 13 年)  3 月 

2001 年(平成 13 年)  6 月 

 2001 年(平成 13 年) 11 月 

 2004 年(平成 16 年) 12 月 

2007 年(平成 19 年) 6 月 

2007 年(平成 19 年) 9 月 

2009 年(平成 21 年) 1 月 

2009 年(平成 21 年) 5 月 

2010 年(平成 22 年) 4 月 

 

2010 年(平成 22 年) 6 月 

2011 年(平成 23 年) 6 月 

2011 年(平成 23 年) 11 月 

2012 年(平成 24 年) 6 月 

2012 年(平成 24 年) 7 月 

2013 年(平成 25 年) 1 月 

2013 年(平成 25 年) 7 月 

 

2014 年(平成 26 年) 3 月 

 

2014 年(平成 26 年) 3 月 

2014 年(平成 26 年) 4 月 

2014 年(平成 26 年) 8 月 

2016 年(平成 28 年) 12 月 

2017 年(平成 29 年) 6 月 

2018 年(平成 30 年) 3 月 

2019 年(令和元年)  6 月 

東京連絡事務所開設 

公社債の払込金の受入れ及び元利金支払の代理業務兼業開始 

株式事務の取次ぎ業務兼業開始 

東京営業所開設（平成元年８月 東京支店に改称） 

東京証券取引所国債証券等に係る先物取引資格承認 

東京証券取引所株価指数先物取引資格承認 

資本金８５２,５７２,７２０円に増資 

金地金の売買取引の委託の代理業務開始 

東京証券取引所会員加入による業務開始 

累積投資におけるマネーマネージメントファンド業務開始 

累積投資代理業務における株式コース業務開始 

キャッシング業務開始 

取締役社長に西條喜夫就任 

六日町営業所開設 

外貨建（ＵＳ＄）ＭＭＦ取扱い開始 

証券総合口座取扱い開始 

小千谷営業所開設 

顧客分別保管開始 

証券業登録（免許制から登録制へ移行） 

元引受業務の認可受ける 

手数料自由化 

創業１００周年 

不動産賃貸業務開始 

保険募集業務開始 

取締役社長に渡邊新太郎就任 

東京証券取引所の株式会社化により総合取引参加者資格取得 

株式会社ジャスダック証券取引所の創設に伴い取引参加者資格取得 

取締役社長に松﨑峻就任 

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録 

株券電子化実施 

東京支店を閉鎖 

大阪証券取引所の取引参加者資格取得 

（大阪証券取引所がジャスダック証券取引所を吸収合併） 

取締役社長に古田省三就任 

取締役会長に武宮健二郎就任 

本店を長岡市東坂之上町２丁目１番地１三井生命長岡ビルへ移転 

取締役会長兼社長に武宮健二郎就任 

新和証券株式会社を子会社化 

新和証券株式会社を吸収合併 

大阪証券取引所の取引参加者資格脱退 

（東京証券取引所と大阪証券取引所の現物株式市場の統合） 

大阪取引所の先物取引等取引参加者資格取得 

（東京証券取引所と大阪証券取引所のデリバティブ市場の統合） 

本店新社屋が完成（本店を長岡市大手通１丁目５番地５へ移転） 

岡三にいがた証券株式会社へ商号変更 

不動産賃貸業務及び金地金の売買取引の委託の代理業務を廃止 

個人型年金受付業務開始 

取締役社長に金井政則就任 

大阪取引所の先物取引等取引参加者資格返上 

取締役社長に辻和彦就任 
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年      月 沿                        革 
2021 年(令和 3年)  1 月 

 

日産証券株式会社より新潟県下で行う 3店舗の第一種金融商品取引業を事業譲受 
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(2)経営の組織

(2021年4月1日現在)

十

日

町

支

店

六

日

町

営

業

所

小

千

谷

営

業

所

三

条

支

店

見

附

支

店

新

井

支

店

小

出

支

店

新

発

田

支

店

五

泉

支

店

営

業

第

一

部

証

券

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

部

営

業

第

三

部

営

業

第

四

部

法

人

部

営

業

第

二

部

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

部

営 業 支 援 部

法人営業統括部

エ

ク

イ

テ

ィ

情

報

部

上

越

支

店

管

理

部

本 店 新 潟 支 店

営

業

第

一

部

営

業

第

二

部

営

業

第

三

部

営

業

第

四

部

証

券

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

部

法

人

部

管

理

部

柏

崎

支

店

経

営

戦

略

部

引

受

部

総

務

部

財

務

経

理

部

業

務

管

理

部

保

険

部

総

合

管

理

本

部

営

業

本

部

内部管理統括責任者

コンプライアンス委員会

統合リスク管理委員会

株 主 総 会

取 締 役 会

代表取締役

社 長

監 査 役 会

監 査 役

商

品

部

人

事

部

検 査 部
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に

占める当該株式に係る議決権の数の割合   

           （2021 年 3 月 31 日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１ 株 式 会 社 岡 三 証 券 グ ル ー プ  ２,１８５,０１１株 ３９.８０％ 

２ 岡 三 興 業 株 式 会 社  ９８６,５３２株 １７.９６％ 

３ 岡 三 ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社  ４４０,０００株 ８.０１％ 

４ 三 縁 証 券 株 式 会 社  ３２４,０００株 ５.９０％ 

５ 岡 三 ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 株 式 会 社  ３００,０００株 ５.４６％ 

６ 株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行  ２７３,６６０株 ４.９８％ 

７ 三 晃 証 券 株 式 会 社  １２２,１６１株 ２.２２％ 

８ 反 町 和 夫  ８０,０００株 １.４５％ 

９ 株 式 会 社 ブ ル ボ ン  ７７,２００株 １.４０％ 

１０ 日 本 精 機 株 式 会 社  ５４,８００株 ０.９９％ 

その他（９８名）  ６４６,５７６株 １１.７７％ 

               計 １０８名 ５,４８９,９４０株 １００.００％ 

（注）株主、保有株式数および議決権割合については、自己株式 1,501,060 株を控除して算出しております。 

    

５．役員の氏名又は名称   

                     （2021 年 3 月 31 日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤･非常勤の別 

 取 締 役 社 長   辻   和 彦  有 常  勤 

 専 務 取 締 役   徳 永  信 行  無 常  勤 

 常 務 取 締 役   桜 井  克 郎  無 常  勤 

 取 締 役   小 森   卓  無 常  勤 

 取 締 役   酒 井  一 成  無 常  勤 

 取 締 役   中 上   忠  無 常 勤 

 取 締 役   廣 川  雅 巳  無 常 勤 

 取 締 役   箕 輪   猛  無 常 勤 

 取 締 役   嶋 田  和 典  無 常 勤 

 常 勤 監 査 役   片 桐  栄 治  無 常  勤 

 監 査 役   渡 辺  正 一  無 非常勤 

 監 査 役    榊   芳 男  無 非常勤 

                                                                            以上１２名 

 なお、最近日現在の役員の氏名又は名称は次のとおりであります。 

                                     （2021 年 6月 23 日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤･非常勤の別 

 取 締 役 社 長    辻   和 彦  有 常  勤 

 専 務 取 締 役   徳 永  信 行  無 常  勤 

 常 務 取 締 役   桜 井  克 郎  無 常  勤 

 常 務 取 締 役   箕 輪   猛  無 常 勤 

 取 締 役   小 森   卓  無 常 勤 

 取 締 役   酒 井  一 成  無 常 勤 

 取 締 役   中 上   忠  無 常 勤 

 取 締 役   廣 川  雅 巳  無 常 勤 

 取 締 役   嶋 田  和 典  無 常 勤 

 常 勤 監 査 役   片 桐  栄 治  無 常  勤 

 監 査 役   榊   芳 男  無 非常勤 

 監 査 役    吉 村  健 也  無 非常勤 

                                           以上１２名 
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６.政令で定める使用人の氏名 

 

（１）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

（2021 年 3 月 31 日現在） 

氏 名 役 職 名 

増田 祥啓 コンプライアンス部長 

 

 

７.業務の種別 

 

（１）金融商品取引業                            

                                       （2021 年 3月 31 日現在） 

業 務 の 種 別 

①第一種金融商品取引業 

金融商品取引法第 28 条第 1 項第 1号に掲げる行為に係る業務 

金融商品取引法第 28 条第 1 項第 3号ロに掲げる行為に係る業務 

有価証券等管理業務 

 

（２）金融商品取引業に付随する業務                     

                                     （2021 年 3月 31 日現在） 

業 務 の 種 別 

①有価証券の貸借業務 

②信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③保護預り有価証券担保貸付業務 

④有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金及び残余財産の分配並びに利息及び償還金の支払いに係る代理業務 

⑦累積投資契約の締結業務及び取次ぎ 

⑧他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑨他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 
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８.本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地  

              （2021 年 3月 31 日現在） 

名   称 所     在     地 

 本 店 〒940-0062 長岡市大手通１丁目５番地５ 

新 潟 支 店 〒951-8068 新潟市中央区上大川前通６番町１１７８番地１ 

柏 崎 支 店 〒945-0055 柏崎市駅前１丁目４番２７号 

上 越 支 店 〒943-0834 上越市西城町３丁目５番２４号 

十 日 町 支 店 〒948-0082 十日町市本町３丁目３５８番地１ 

三 条 支 店 〒955-0062 三条市仲之町１番１２号 

小 出 支 店 〒946-0011 魚沼市小出島４８７番地 

見 附 支 店 〒954-0057 見附市新町１丁目１７番２３号 

新 井 支 店 〒944-0043 妙高市朝日町１丁目２番７号 

五 泉 支 店 〒959-1863 五泉市東本町２丁目５番１号 

新 発 田 支 店 〒957-0052 新発田市大手町１丁目１番１５号 

六 日 町 営 業 所 〒949-6680 南魚沼市六日町１８３１番地 

小 千 谷 営 業 所 〒947-0028 小千谷市城内１丁目２番１４号 

 

 

９.他に行っている事業の種類  

                   （2021 年 3月 31 日現在） 

他に行っている事業の種類 

①保険業法に規定する保険募集業務 

②個人型年金受付業務 

 

 

１０．苦情処理及び紛争解決の体制 
金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、特定非営利活動

法人 証券・金融商品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ｣との間で特定第一種金融商品取引業務に係

る手続実施基本契約を締結し、「指定紛争解決機関による苦情及び紛争解決のあっせん」による措置を

講じている。 

 

 

１１. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

   「日本証券業協会」 

   「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）」 

 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   「株式会社 東京証券取引所」総合取引参加者 

 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

    「日本投資者保護基金」 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

１.当期の業務の概要 

当事業年度におけるわが国経済は、当初は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により大きく落ち込みましたが、

その後は金融・財政政策の効果もあって総じて持ち直しの動きとなりました。ただ、生産や輸出では、前年比のマイ

ナス幅を縮小したものの世界的な半導体不足の影響などもあり力強さに欠ける状況となりました。また、個人消費も、

スーパー販売額は在宅時間の増加を受けて好調となったものの、百貨店販売は不振が続くなど、回復の強弱はま

ちまちの様相となりました。 

こうした環境のなか株式相場は、年度を通じて上昇基調となりました。新型コロナウイルス感染症拡大による先行

き不透明感から 4月上旬に 18,000 円前後で推移していた日経平均株価は、各国政府による財政出動や主要中央

銀行による大規模な金融緩和策などに支えられ、4 月末には 2 万円台を回復しました。その後、夏場を挟んで膠着

状態が続いたものの、一部主要国における経済活動再開や菅新政権への期待、11 月の米大統領選挙通過などを

受けて一段高の展開となりました。また、年明けには米国で議会勢力が確定し、大規模な財政出動への期待が高ま

ったことを受けて、世界各国の株式市場で高値更新が相次ぎました。日経平均株価も 2 月に約 30 年ぶりの高値と

なる 30,714 円 52 銭を記録し、29,178 円 80 銭で当年度の取引を終えました。 

一方、為替市場では、米国で強力な金融緩和政策が実施され、日米の金利差の縮小が進んだことで円高ドル安

基調となり、年明けには一時１ドル＝102 円台をつけました。しかし、その後は米国におけるワクチン接種の進展や

大規模なインフラ投資計画の発表を受けて景気の急回復期待が高まり、米長期金利の上昇により日米の金利差が

拡大したため円安ドル高が一気に進み、1 ドル＝110 円台で当年度の取引を終えました。 

このような状況のもと、当社の営業活動は、収益面では国内外エクイティ商品への取組みが奏功、大きく伸長する

とともに、基盤面においても、特に外国株式や投資信託の預かり残高が増加するなど良好な結果となりました。サー

ビスの多様化としては、各種オンラインセミナーやオンラインツアーの開催・実施により、コロナ禍における非対面で

のお客さまへの情報提供等の強化を図りました。また、日産証券株式会社の新潟県内店舗の事業譲り受けが、営

業基盤・人的資源の強化につながっております。 

当事業年度の主要な損益状況につきましては、受入手数料の合計が 32億 82 百万円（前年度比 129.5％）となり、

これに金融収益、トレーディング損益を加えた営業収益は 34億 30百万円（同 122.9％）で、金融費用を差し引いた

純営業収益は34億12百万円（同123.2％）となりました。また、販売費・一般管理費は26億42百万円（同104.0％）

となりました。 

当事業年度の経営成績は、営業利益 7 億 70 百万円（前年度比 337.6％）、経常利益は 10 億 96 百万円（同

186.8％）となり、当期純利益は 7億 60百万円（同 173.5％）となりました。 

なお、部門別の概況は以下のとおりです。 

 

（株式部門） 

   当事業年度における東証一日平均売買代金（内国普通株式）は3兆1,293億円（前年度比112.4％）、当社の

株式委託売買金額は 2,457 億 98百万円（同 168.9％）となりました。この結果、株式委託手数料は 23億 25百万

円（同 173.8％）となり、株式関係受入手数料の合計は 23 億 29 百万円（同 173.7％）となりました。 

 

（債券部門） 

個人向け国債の取扱いなどにより債券関係受入手数料の合計は 1百万円（前年度比 19.0％）となりました。 

債券トレーディング業務につきましては、自己売買金額は172億 90百万円（同59.9％）となり、うち外国債券売 

買金額は 170 億 34 百万円（同 61.4％）となりました。この結果、債券トレーディング損益は外国債券トレーディン

グ損益を中心に 1億 18 百万円（同 52.5％）となりました。 

 

（投資信託部門） 

投資信託部門につきましては、米国のNASDAQ市場に上場している株式の中から、高成長が期待できる株式

を厳選し投資を行うファンドや、主に世界の高配当利回りの公益株に投資を行うファンド等の販売が堅調だった

ほか、引き続き機関投資家向けの私募投信の販売にも積極的に取り組みました。また、デジタル技術を活用し革

新的なビジネスをもたらす DX（デジタル・トランスフォーメーション）関連企業の株式に投資を行うファンドや世界

のスタートアップ＆イノベーション企業の株式に投資を行うファンドを新たにラインナップに加え、品揃えの拡充を

図りました。この結果、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱高は 975 億 46 百万円（前年度比

132.1％）となり、投資信託関係受入手数料の合計は 9億 49 百万円（同 80.4％）となりました。 
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２.業務の状況を示す指標 

 

（１）経営成績等の推移  

                                     （単位：百万円） 

 ２０１９年３月期 ２０２０年３月期 ２０２１年３月期 

資    本    金                ８５２ ８５２ ８５２ 

発行済株式総数             ６，９９１千株 ６，９９１千株 ６，９９１千株 

営  業  収  益         ２，７０４ ２，７９１ ３，４３０ 

受入手数料 ２，４８７ ２，５３３ ３，２８２ 

（委託手数料） １，３３９ １，３７７ ２，３５９ 

（引受け・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

手数料） 

１ １ ０ 

（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取

扱い手数料） 

７１９ ７５３ ５０７ 

（その他の受入手数料） ４２７ ４０１ ４１５ 

 ( 株 券 ) ４ ３ ４ 

 ( 債 券 ) ０ ０ ０ 

  ( 受 益 証 券 ) ４２０ ３９５ ４０９ 

      ( そ の 他 ) １ １ １ 

トレーディング損益 １７９ ２２５ １１８ 

（債券等） １７９ ２２５ １１８ 

純 営 業 収 益         ２，６８７ ２，７６９ ３，４１２ 

経  常  損  益         ３８０ ５８６ １，０９６ 

当 期 純 損 益         ２５５ ４３８ ７６０ 

 

 

（２）有価証券引受・売買等の状況  

 

①株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

                       （単位：百万円） 

 ２０１９年３月期 ２０２０年３月期 ２０２１年３月期 

自 己 ７２７ １，３０８ １０３ 

委 託 １４２，４２２ １４５，５４６ ２４５，７９８ 

計 １４３，１４９ １４６，８５４ ２４５，９０１ 
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①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

   該当ありません。 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係るも

の及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

 

（単位：百万円） 

区 分 引 受 高 売 出 高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募 集 の 

取 扱 高 

売出しの

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の取扱

高 

2 

0 

1 

9 

年 

3 

月 

期 

株 券 - - - 3 42 - - 

国 債 証 券 - - - 1,756 - - - 

地方債証券 200 - - 200 - - - 

特 殊 債 券 - - - - - - - 

社 債 券 200 - - 200 - - - 

受 益 証 券 - - - 64,108 - 5,654 - 

2 

0 

2 

0 

年 

3

月 

期 

株 券 - - - 3 1 - - 

国 債 証 券 - - - 2,635 - - - 

地方債証券 200 - - 200 - - - 

特 殊 債 券 - - - - - - - 

社 債 券 300 - - 300 - - - 

受 益 証 券 - - - 71,645 - 2,189 - 

2 

0 

2 

1 

年 

3 

月 

期 

株 券 5 5 - 0 0 - - 

国 債 証 券 - - - 321 - - - 

地方債証券 200 - - 200 - - - 

特 殊 債 券 - - - - - - - 

社 債 券 - - - - - - - 

受 益 証 券 - - - 95,146 - 2,400 - 

 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係

るものに限る。） 

   該当ありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録移転有価証券

表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

   該当ありません。 
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（３）その他業務の状況              

                                      （単位：百万円） 

業 務 の 種 類 保 険 の 募 集 業 務 個人型年金受付業務 

２０１９年３月期 １                       ０                       

２０２０年３月期 １                       ０ 

２０２１年３月期 １                       ０ 

 

（４）自己資本規制比率の状況  

                  （単位：％、百万円） 

 ２０１９年３月期 ２０２０年３月期 ２０２１年３月期 

自己資本規制比率 
(Ａ/Ｂ

×100) 

％             

４４２．２      

％             

５７２．９      

％             

４２７．５      

固 定 化 さ れ て い な

い自己資本    
(Ａ) １５，８２３ １５，９２０ １８，５９３ 

リスク相当額合計  (Ｂ) ３，５７７ ２，７７８ ４，３４９ 

 

市 場 リ ス ク 相 当 額 ２，７６９ ２，０３０ ３，５４７ 

取引先リスク相当額 １３９ １３５ １６５ 

基礎的リスク相当額 ６６８ ６１２ ６３５ 

 
暗号資産等による控除

額 
－ － － 

 

（５）使用人の総数及び外務員の総数                                

                                             

区       分 ２０１９年３月期 ２０２０年３月期 ２０２１年３月期 

使   用   人 ２２０人 ２１３人 ２１６人 

（うち 外 務 員） （２１８人） （２１２人） （２１５人） 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

 

１.経理の状況 

（１）貸借対照表  

                                 （単位：百万円） 

科       目 
 前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（2021 年 3 月 31 日） 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

商 品 有 価 証 券 等 

信 用 取 引 資 産 

 信 用 取 引 貸 付 金 

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 

    短 期 差 入 保 証 金 

未 収 収 益 

有 価 証 券 

そ の 他 の 流 動 資 産 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建           物 

器 具 ・ 備 品 

土           地 

リ  ー  ス  資  産 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 差 入 保 証 金 

そ の 他 の 投 資 等 

貸 倒 引 当 金 

  

１６，９６１ 

７，２５３ 

４，５００ 

２９２ 

２９２ 

１，４５８ 

１，３４５ 

１１３ 

１２１ 

２３３ 

２，５００ 

６０３ 

 

１０，４００ 

１，３３１ 

７１５ 

５９ 

５５２ 

４ 

１８ 

－ 

７ 

１０ 

０ 

９，０５０ 

８，９６５ 

２２ 

１ 

５９ 

５ 

△４ 

 

２０，０１５ 

７，６４５ 

５，８００ 

３９０ 

３９０ 

２，１７６ 

２，１５１ 

２５ 

１４３ 

３０８ 

２，５００ 

１,０５１ 

 

１３，３９５ 

１，２８８ 

６８７ 

４６ 

５５２ 

２ 

１８０ 

１６５ 

４ 

１０ 

０ 

１１，９２６ 

１１，８３３ 

２９ 

１ 

６０ 

５ 

△３ 

資 産 合 計 
 

２７，３６１ ３３，４１１ 
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(単位：百万円) 

科       目 
 前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 
（2021 年 3 月 31 日） 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 負 債 

信 用 取 引 借 入 金 

      信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 

    預 り 金 

    受 入 保 証 金 

    短 期 借 入 金 

      リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等      

賞 与 引 当 金 

    そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債 

      リ ー ス 債 務 

      繰 延 税 金 負 債 

    退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金   

資  産  除  去  債  務 

 

特 別 法 上 の 準 備 金  

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 

 

 

 

７，３２２ 

７８ 

３４３ 

１８０ 

１６３ 

３，７５６ 

５９３ 

２，２００ 

１ 

１３８ 

１００ 

１０９ 

 

２，３３６ 

２ 

２，０５８ 

２２５ 

２５ 

２４ 

 

１６ 

１６ 

 

９，７３４ 

１７１ 

１４９ 

１１２ 

３７ 

５，８４２ 

８２６ 

２，２００ 

１ 

２４７ 

１２５ 

１６９ 

 

３，１８２ 

０ 

２，８８１ 

２３８ 

２９ 

３１ 

 

１９ 

１９ 

負 債 合 計 
 

９，６７６ １２，９３６ 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

      そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

  自 己 株 式 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

  

１２，８２８ 

８５２ 

６８３ 

５９３ 

９０ 

１３，９８８ 

２１３ 

１３，７７４ 

７，１５９ 

６，６１５ 

△２，６９５ 

 

４，８５６ 

４，８５６ 

 

１３，５４５ 

８５２ 

６８３ 

５９３ 

９０ 

１４，７０４ 

２１３ 

１４，４９１ 

７，１５９ 

７，３３２ 

△２，６９５ 

 

６，９２９ 

６，９２９ 

純 資 産 合 計 
 

１７，６８５ ２０，４７５ 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 
 

２７，３６１ ３３，４１１ 
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（２）損益計算書   

                             （単位：百万円） 

科      目 

 前事業年度 
  自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

 当事業年度 
  自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

金   額 金   額 

営 業 収 益   

受 入 手 数 料   

委 託 手 数 料     

引受け･売出し･特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料     

募集･売出し･特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 

金 融 収 益 

営  業  収  益  計

金 融 費 用 

 

 

１，３７７ 

 

１ 

 

７５３ 

４０１ 

 

 

 

 

 

２，５３３ 

 

 

 

 

 

 

２２５ 

３２ 

 

 

２，３５９ 

 

０ 

 

５０７ 

４１５ 

 

 

 

 

 

３，２８２ 

 

 

 

 

 

 

１１８ 

２９ 

２，７９１ 

２２ 

３，４３０ 

１７ 

純 営 業 収 益  ２，７６９  ３，４１２ 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

取 引 関 係 費 

人 件 費 

不 動 産 関 係 費 

事 務 費 

減 価 償 却 費 

租 税 公 課 

そ の 他 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３０ 

１，４６７ 

３０７ 

２７８ 

５５ 

３９ 

６２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３７５ 

１，５１９ 

２７４ 

３０６ 

６１ 

４４ 

５９ 

２，５４１ ２，６４２ 

営    業    利    益  ２２８  ７７０ 

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用 

 

 

３６４ 

５ 

 

 

３２６ 

０ 

経 常 利 益  ５８６  １,０９６ 

特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

  関 係 会 社 株 式 売 却 益 

 特  別  利  益  計 

 

 

 

 

 

０ 

５６ 

 

 

 

 

 

０ 

－ 

５７ ０ 

特 別 損 失 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 

  金融商品取引責任準備金繰入 

特  別  損  失  計 

 

 

 

 

３１ 

－ 

 

 

 

 

－ 

２ 

３１ ２ 

税 引 前 当 期 純 利 益  ６１２  １,０９４ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び事 業 税

法 人 税 等 調 整 額 

１８９ 

△１５ 

 

 

３３１ 

１ 

 

 

法 人 税 等 合 計  １７４  ３３３ 

当 期 純 利 益  ４３８  ７６０ 
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（３）株主資本等変動計算書              

 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日）                                  

                                                                                 （単位：百万円） 
 株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資 本  

準 備 金 

そ の 他

資 本  

剰 余 金 

資 本   

剰 余 金 

合 計 

利  益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合 計 
別  途   

積立金 

繰越利益 

剰 余 金 

2019 年 4 月 1日残高 852 593 90 683 213 7,159 6,221 13,593 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当       △43 △43 

当 期 純 利 益       438 438 

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額) 

        

事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 
－ － － － － － 394 394 

2020 年 3 月 31 日残高 852 593 90 683 213 7,159 6,615 13,988 

 

 
 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 

合  計 

その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算 

差額等合計 

2019 年 4 月 1日残高 △2,695 12,434 5,199 5,199 17,633 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当  △43   △43 

当 期 純 利 益  438   438 

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額) 

  △342 △342 △342 

事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 
－ 394 △342 △342 52 

2020 年 3 月 31 日残高 △2,695 12,828 4,856 4,856 17,685 
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当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日）                                  

                                                                                 （単位：百万円） 
 株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資 本  

準 備 金 

そ の 他

資 本  

剰 余 金 

資 本   

剰 余 金 

合 計 

利  益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合 計 
別  途   

積立金 

繰越利益 

剰 余 金 

2020 年 4 月 1日残高 852 593 90 683 213 7,159 6,615 13,988 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当       △43 △43 

当 期 純 利 益       760 760 

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額) 

        

事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 
－ － － － － － 716 716 

2021 年 3 月 31 日残高 852 593 90 683 213 7,159 7,332 14,704 

 

 
 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 

合  計 

その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算 

差額等合計 

2020 年 4 月 1日残高 △2,695 12,828 4,856 4,856 17,685 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当  △43   △43 

当 期 純 利 益  760   760 

株主資本以外の 

項目の事業年度 

中の変動額(純額) 

  2,073 2,073 2,073 

事 業 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 
－ 716 2,073 2,073 2,789 

2021 年 3 月 31 日残高 △2,695 13,545 6,929 6,929 20,475 
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（４）重要な会計方針 

 

[ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ] 

 
前事業年度 

自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

１．トレーディングに関する有価証券等（トレーディ

ング商品）の評価基準および評価方法 

（１）商品有価証券等（売買目的有価証券） 

   時価法を採用しております。（売却原価は総平 

   均法により算定しております。） 

（２）デリバティブ取引 

   時価法を採用しております。 

１．トレーディングに関する有価証券等（トレーディ

ング商品）の評価基準および評価方法 

（１）商品有価証券等（売買目的有価証券） 

     同左 

 

（２）デリバティブ取引 

     同左 

２．トレーディング関連以外の有価証券等（その他有

価証券）の評価基準および評価方法 

（１）時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法を採用し

ております。（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により算定してお

ります。） 

（２）時価のないもの 

   総平均法による原価法を採用しております。 

２．トレーディング関連以外の有価証券等（その他有

価証券）の評価基準および評価方法 

（１）時価のあるもの 

     同左 

 

 

 

（２）時価のないもの 

     同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

   定率法を採用しております。ただし、1998 年 

  4 月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除 

  く。）ならびに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した

建物附属設備および構築物については定額法を

採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

   建   物  10～50 年 

   器具・備品   3～20 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

   定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能 

な期間（5年）に基づいております。 

 

 

（３）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

     同左 

 

 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能 

な期間（5 年）に基づいております。のれんにつ

いては、投資効果の発現する合理的な見積期間（5

年）に基づいております。 

（３）リース資産 

     同左 
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前事業年度 

自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

   貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

   従業員に対する賞与支給に備えるため、当社所

定の計算方法による支給見込額を計上しており

ます。 

（３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内

規に基づく期末要支給額を計上しております。 

（５）金融商品取引責任準備金 

   有価証券の売買その他の取引又はデリバティ

ブ取引等に関して生じた事故による損失に備え

るため、金融商品取引法の規定に基づき計上し

ております。 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

     同左 

 

 

 

（２）賞与引当金 

     同左 

 

 

（３）退職給付引当金 

     同左 

 

 

 

（４）役員退職慰労引当金 

     同左 

 

（５）金融商品取引責任準備金 

     同左 

 

 

５．消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式

によっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当事業年度の費用として処理しております。 

５．消費税等の会計処理方法 

     同左 

 

 

 

 

 

[ 表示方法の変更に関する注記 ] 

 
前事業年度 

自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

― 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

に伴う変更 

 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業

会計基準第 31 号 2020 年 3 月 31 日）を当事業年度

から適用し、［会計上の見積りに関する注記］を記載

しております。 
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[ 会計上の見積りに関する注記 ] 

 
前事業年度 

自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

― 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類

にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

は、次のとおりです。 

   繰延税金資産（負債） 

 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金負債 2,881 百万円 

 

上記の繰延税金負債 2,881 百万円は、繰延税

金資産 217 百万円と繰延税金負債 3,099 百万円

の相殺後の金額であります。 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの

内容に関する情報 

 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基

づく課税所得の発生時期及び金額により見積っ

ております。当該見積りは、将来の不確実な経

済条件の変動などによって影響を受ける可能性

があり、実際に発生した課税所得の時期及び金

額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算

書類において、繰延税金資産の金額に重要な影

響を与える可能性があります。 
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（５）財務諸表に関する注記事項 

 

 [ 貸借対照表に関する注記 ] 

 
前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

   投資有価証券      258 百万円 

    計            258 百万円 

 

（２）担保に係る債務 

   信用取引借入金     180 百万円 

    計              180 百万円 

 

２．担保等として差入れた有価証券の時価額（上記

１を除く。） 

（１）信用取引貸証券     170 百万円 

（２）信用取引借入金の     170 百万円 

   本担保証券 

 

３．担保等として差入れを受けた有価証券の時価  

額 

（１）信用取引貸付金の   1,030 百万円 

本担保証券 

（２）信用取引借証券     108 百万円 

（３）受入保証金代用有   2,432 百万円 

価証券（再担保に 

供する旨の同意を 

得たものに限る。） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

               783 百万円 

 

５．親会社株式 

  固定資産（関係会社株式）  22 百万円 

 

６．特別法上の準備金の計上を規定する法令の条項 

 金融商品取引責任準備金    金融商品取引法第

46 条の 5第 1項 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

   投資有価証券      307 百万円 

    計            307 百万円 

 

（２）担保に係る債務 

   信用取引借入金     112 百万円 

    計              112 百万円 

 

２．担保等として差入れた有価証券の時価額（上記

１を除く。） 

（１）信用取引貸証券      43 百万円 

（２）信用取引借入金の      93 百万円 

   本担保証券 

 

３．担保等として差入れを受けた有価証券の時価  

額 

（１）信用取引貸付金の   2,039 百万円 

本担保証券 

（２）信用取引借証券      25 百万円 

（３）受入保証金代用有   3,789 百万円 

価証券（再担保に 

供する旨の同意を 

得たものに限る。） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

               833 百万円 

 

５．親会社株式 

  固定資産（関係会社株式）  29 百万円 

 

６．特別法上の準備金の計上を規定する法令の条項 

     同左 

 

 

 

[ 損益計算書に関する注記 ] 

 
前事業年度 

自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

１．関係会社との取引高 

 営業取引以外の取引による取引高  0 百万円 

１．関係会社との取引高 

 営業取引以外の取引による取引高  0 百万円 
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[ 株主資本等変動計算書に関する注記 ] 

 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1日 至 2020 年 3月 31 日） 

１．発行済株式の数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 6,991,000 － － 6,991,000 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 1,501,060 － － 1,501,060 

 

３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり  

配当額 
基準日 効力発生日 

2019 年 6 月 21 日 
普通株式 43 百万円 8 円 2019 年 3 月 31 日 2019 年 6 月 24 日 

定時株主総会 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 24 日 
普通株式 利益剰余金 43 百万円 8 円 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 25 日 

定時株主総会 

(注)1 株当たり配当額は、普通配当 6円と創業 120 周年記念配当 2円であります。 

 

 当事業年度（自 2020 年 4月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式の数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 6,991,000 － － 6,991,000 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 1,501,060 － － 1,501,060 

 

３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり  

配当額 
基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 24 日 
普通株式 43 百万円 8 円 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 25 日 

定時株主総会 

(注)1 株当たり配当額は、普通配当 6円と創業 120 周年記念配当 2円であります。 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 23 日 
普通株式 利益剰余金 43 百万円 8 円 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 24 日 

定時株主総会 
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[ 税効果会計に関する注記 ] 

 
 前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発

生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 

退職給付引当金 

賞与引当金 

有価証券評価損否認 

減価償却費(減損損失を含む) 

役員退職慰労引当金 

資産除去債務 

金融商品取引責任準備金 

 賞与引当金に係る社会保険料 

 その他 

繰延税金資産小計 

 評価性引当額 

繰延税金資産合計 

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

繰延税金負債合計 

 

繰延税金負債の純額 

 

 

(単位：百万円) 

 

 

68 

30 

17 

12 

7 

7 

5 

4 

22 

177 

△ 50 

127 

 

 

△2,133 

△ 52 

△2,185 

 

△2,058 

 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の

発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 

退職給付引当金 

資産調整勘定 

賞与引当金 

有価証券評価損否認 

資産除去債務 

役員退職慰労引当金 

減価償却費(減損損失を含む) 

未払事業税 

未払特別法人事業税 

 賞与引当金に係る社会保険料 

 その他 

繰延税金資産小計 

 評価性引当額 

繰延税金資産合計 

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

繰延税金負債合計 

 

繰延税金負債の純額 

 

 

(単位：百万円) 

 

 

72 

72 

38 

17 

9 

9 

8 

8 

6 

6 

18 

267 

△ 49 

217 

 

 

△3,030 

△ 68 

△3,099 

 

△2,881 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と 

なった主な原因別の内訳 

 

法定実効税率                       30.46％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目      1.38％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.11％ 

住民税均等割                1.18％ 

評価性引当額減少額            △1.45％ 

その他                  △0.01％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     28.45％ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と 

なった主な原因別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5以下であ 

るため注記を省略しております。 
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[ １株当たり情報に関する注記 ] 

 
前事業年度 

自 2019 年 4 月 1 日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 2020 年 4 月 1 日 

至 2021 年 3 月 31 日 

１．１株当たり純資産額   3,221 円 46 銭 

２．１株当たり当期純利益    79 円 84 銭 

（注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

貸借対照表上の純資産の部

の合計額 
17,685 百万円  

普通株式に係る純資産額 17,685 百万円  

差額の主な内訳  －   

普通株式の発行済株式数 6,991,000 株   

普通株式の自己株式数        1,501,060 株 

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数 
5,489,940 株   

 

２．１株当たり当期純利益 

損益計算書の当期純利益 438 百万円  

普通株式に係る当期純利益 438 百万円  

普通株主に帰属しない金額

の主な内訳 
 －   

普通株式の期中平均株式数 5,489,940 株   
 

１．１株当たり純資産額   3,729 円 64 銭 

２．１株当たり当期純利益   138 円 55 銭 

（注）算定上の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

貸借対照表上の純資産の部

の合計額 
20,475 百万円  

普通株式に係る純資産額 20,475 百万円  

差額の主な内訳  －   

普通株式の発行済株式数 6,991,000 株   

普通株式の自己株式数 1,501,060 株 

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数 
5,489,940 株   

 

２．１株当たり当期純利益 

損益計算書の当期純利益 760 百万円  

普通株式に係る当期純利益 760 百万円  

普通株主に帰属しない金額

の主な内訳 
 －   

普通株式の期中平均株式数 5,489,940 株   
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[ 企業結合等に関する注記 ] 

 
前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

― 

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（１）相手企業の名称およびその事業の内容 

   ①相手企業の名称  

日産証券株式会社 

   ②取得した事業の内容 

     日産証券株式会社が新潟県下で行う、新

潟支店、長岡支店および高田支店の 3 店舗

における第一種金融商品取引業 

（２）企業結合を行った主な理由 

    新潟県内における当社の更なる事業基盤強

化を目的としております。 

（３）企業結合日 

    2021 年 1月 1日 

（４）企業結合の法的形式 

    事業譲受 

 

２．損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期 

 間 

 2021 年 1 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日まで 

 

３．取得事業の取得原価および対価の種類ごとの内            

 訳 

取得原価        250 百万円 

取得対価の内訳 現金  250 百万円 

 

４．主要な取得関連費用の内訳および金額 

   該当事項はありません。 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法お 

 よび償却期間 

（１）発生したのれんの金額 

173 百万円 

（２）発生原因 

今後の事業展開によって期待される将来の

超過収益力から発生したものであります。 

（３）償却方法および償却期間 

    5 年間にわたる均等償却 

 

６．企業結合日に受け入れた資産および負債の額な

らびにその主な内訳 

  流動資産  1,592 百万円 

  固定資産    76 百万円 

  資産合計  1,668 百万円 

 

流動負債  1,592 百万円 

負債合計  1,592 百万円 
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２.借入金の主要な借入先及び借入金額     

              （単位：百万円） 

借   入   先 借入金の種類 

借  入  金  残  高 

前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

株式会社第四北越銀行 短 期 借 入 金 １,５００ １,５００ 

株 式 会 社 大 光 銀 行 短 期 借 入 金 ５００ ５００ 

長 岡 信 用 金 庫 短 期 借 入 金 １００ １００ 

新 潟 縣 信 用 組 合 短 期 借 入 金 １００ １００ 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 １８０ １１２ 

 （注）株式会社北越銀行は 2021 年 1 月 1 日、株式会社第四銀行との合併により、株式会社第四北越銀行に銀行

名を変更しております。 

 

 

３.保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価額、

時価及び評価損益 

① 満期保有目的有価証券 

該当ありません。 

 

② その他有価証券で時価のあるもの    

                               （単位：百万円） 

 前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

区分 種類 取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

流
動
資
産
に
属
す
る
も
の 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株式 

債券 

その他 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

小計 － － － － － － 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株式 

債券 

その他 

－ 

－ 

2,500 

－ 

－ 

2,500 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,500 

－ 

－ 

2,500 

－ 

－ 

－ 

小計 2,500 2,500 － 2,500 2,500 － 

合計   2,500 2,500 － 2,500 2,500 － 

固
定
資
産
に
属
す
る
も
の 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株式 

債券 

その他 

1,185 

－ 

－ 

8,287 

－ 

－ 

7,101 

－ 

－ 

1,346 

－ 

－ 

11,354 

－ 

－ 

10,007 

－ 

－ 

小計 1,185 8,287 7,101 1,346 11,354 10,007 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株式 

債券 

その他 

516 

－ 

－ 

405 

－ 

－ 

△111 

－ 

－ 

259 

－ 

－ 

213 

－ 

－ 

△46 

－ 

－ 

小計 516 405 △111 259 213 △46 

合計 1,702 8,692 6,990 1,606 11,567 9,960 

 

 

③ 時価評価されていないその他有価証券の貸借対照表計上額  

               （単位：百万円） 

 前事業年度 

（2020 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（2021 年 3 月 31 日） 

その他有価証券 

固定資産に属するもの 

 非上場株式 

 

 

295 

 

 

295 
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４.デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、時価

及び評価損益 

該当ありません。 

 

 

５.財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

「会社法第４３６条第２項第１号」の規定に基づく監査法人 東陽監査法人による監査 

 

 

Ⅳ 管理の状況 

 

１.内部管理の状況の概要 

部 名 業 務 分 掌 

検査部 １．社内検査及び内部監査に関する事項 

コンプライアンス部 １．証券事故に関する事項 

２．残高照合に関する事項 

３．コンプライアンスに係る各種管理資料の分析と顧客管理に関する事項及び 

  コンプライアンス委員会の運営 

４．顧客の有価証券等の売買等の状況考査に関する事項 

５．顧客との紛争、訴訟、調停等に関する事項 

６．役職員の自己取引に関する事項 

７．内部者取引に関する事項 

８．従業員の業務状況の考査に関する事項 

９．有価証券等の価格形成動向の監視に関する事項 

10．内部者取引の未然防止のための情報管理、顧客管理、売買管理に関する事項 

11．行政及び自主規制機関等の調査依頼に関する事項 

業務管理部 １．有価証券及びその他の商品等の決済及び管理に関する事項 

２．顧客有価証券の分別管理に関する事項 

３．営業店の管理・指導に関する事項 

４．顧客に対する法定帳簿等の管理及び保管に関する事項 

財務経理部 １．全店の会計・経理に関する事務統括・指導 

２．全店の財務管理・指導に関する事項 

３．顧客分別金の分別管理に関する事項 
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２.分別管理等の状況 

（１）金融商品取引法第 43 条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

   当社では、東陽監査法人に、日本公認会計士協会が定める業種別委員会実務指針第 54 号に準拠し 

た「顧客資産の分別管理の法令遵守に関する保証業務」を依頼しております。 

2021 年 3月 31 日現在において当社は、顧客資産の分別管理に関する経営者報告書における経営者 

の主張が、全ての重要な点において法令及び規則に準拠して記載されているものと認められる主旨の 

保証報告書を、同監査法人より受領しています。詳細は、当社 Web サイト（https://www.okasan-ni 

igata.co.jp/company/disclosure/bunbetsu/）をご覧ください。 

 

①顧客分別金信託の状況 

               （単位：百万円） 

項     目 2020 年 3月 31 日現在の金額 2021 年 3月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 ３，７６５             ５，７０６             

期末日現在の顧客分別金信託額     ４，５００     ５，８００ 

期末日現在の顧客分別金必要額 ３，５８１             ５，６１３             

 

②有価証券(電子記録移転有価証券表示権利等を除く。)の分別管理の状況 

 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2020 年 3月 31 日現在 2021 年 3月 31 日現在 

国  内  証  券 外  国  証  券 国  内  証  券 外  国  証  券 

 株    券 株数 114,517 千 株   10,804 千 株 107,895 千 株   6,768 千 株 

 債    券 額面金額   11,617 百万円   6,446 百万円   10,948 百万円   3,413 百万円 

 受益証券 口数 158,701 百万口   94 百万口 168,296 百万口   58 百万口 

 そ の 他 額面金額  －  百万円  －  百万円  －  百万円  －  百万円 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2020 年 3月 31 日現在 2021 年 3月 31 日現在 

数  量 数  量 

 株    券 株数 ２，９１１ 千 株 ２，９７５ 千 株 

 債    券 額面金額 ― 百万円 ― 百万円 

 受益証券 口数 ４５５ 百万口 １５８ 百万口 

 そ の 他 額面金額 ― 百万円 ― 百万円 

（注）受入保証金代用有価証券のうち、顧客分別金の計算対象とされる第三者への再担保差入はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.okasan-niigata.co.jp/company/disclosure/bunbetsu/
https://www.okasan-niigata.co.jp/company/disclosure/bunbetsu/
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ハ 管理の状況  

有価証券の種類 会社の管理形態 

国内上場株券 

上場新株予約権付社債券 

上場出資証券 

上場投資信託受益権 

上場不動産投資信託投資口 

原則として、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機

関として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿

により当社の固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理しております。顧客有

価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等により、直ちに判別できる

よう管理しています。但し、日本銀行出資証券につきましては、券面不発行対象

外であるため、当社金庫において固有有価証券等の管理場所と明確に区分し、単

純保管の場合は、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で管理

し、混合保管の場合は、帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理

しています。 

国内上場外国株券 「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関として証券

保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿により当社の

固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理し、混合して管理しています。顧客

有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう

管理しています。 

 

国内非上場株券 当社金庫において、固有有価証券等の管理場所と明確に区分し、顧客有価証券に

ついては、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できるように、顧客別に保

管することにより管理しています。 

上場新株予約権付社債券以

外の国内債券 

国債及びその他の債券の券面不発行分については、「社債、株式等の振替に関す

る法律」に基づき、岡三証券株式会社（以下「岡三証券」という。）を振替制度

参加上位機関として、国債は日本銀行において、その他の債券は証券保管振替機

構において自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿により固有有価証券と顧

客有価証券とを区分管理しております。顧客有価証券に係る各顧客の持分につい

ては、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理しています。 

国内投資信託受益権 「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、岡三証券を振替制度参加上位機

関として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替口座簿

により固有有価証券と顧客有価証券とを区分管理しております。顧客有価証券に

係る各顧客の持分については、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理

しています。 

外国株券 

外国債券 

外国投資信託受益証券等 

岡三証券及び取次先証券会社を通じ海外の保管機関において、固有有価証券と 

顧客有価証券とともに混合して管理しています。当社の帳簿等により、固有有価

証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに

判別できるよう管理しています。 
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  ③対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

   該当ありません。 

 

  ④電子記録移転有価証券表示権利等(令第 1 条の 12 第 2 号に規定する権利を除く。)に限る。)の分別管

理の状況 

   該当ありません。 

 

（２）金融商品取引法第 43 条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

 

（３）金融商品取引法第 43 条の 3の規定に基づく区分管理(電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを

除く。)の状況 

     該当ありません。 

 

 

Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 

 

１.当社及びその子会社等の集団の構成 

      該当ありません。 

 

 

２.子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

      該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 


